役場の補助金です。予算もありますので、事前に防災安全課34-8721にご相談してください。
越前町自主防災組織補助金交付要綱
(目的)

第１条　この告示は、町民の防災組織の高揚と防災活動の技術向上のため、自主防災組織が活動上必要な防災資機材等の購入に対し、自主防災組織補助金(以下「補助金」という。)を毎年度予算の範囲内で交付する。

(意義)

第２条　この告示において、自主防災組織とは、行政区又は自治会を単位として、町民が自主的に防災対策のために組織する団体で、自主防災組織設立届出書(様式第1号)により、町長に届出があったものとする。

(補助の対象)

第３条　補助の対象は、防災訓練等を実施する自主防災組織が購入する防災資機材等で、別表に掲げるものとする。ただし、町長が特に必要と認めた場合は、この限りでない。

(補助金の額)

第４条　補助金の額は、一自主防災組織当たり事業費の10分の9とし、　限度額45万円とする。

(交付申請)

第５条　補助金の交付を受けようとする自主防災組織の代表者は、補助金交付申請書(様式第2号)を町長に提出しなければならない。

(補助金交付決定通知)

第６条　町長は、前条の規定により補助金の交付申請があったときは、これを審査し、適当と認めたときは速やかに補助金交付決定通知書(様式第3号)により代表者に通知し、交付するものとする。

(補助金の返還)

第７条　町長は、補助金の交付を受け自主防災組織が偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたときは、補助金の全部又は、一部を返還させることができる。

(実績報告)

第８条　補助金の交付に係る防災資機材等の購入が完了したときは、速やかに補助金実績報告書(様式第4号)を町長に提出しなければならない。

(補助金の額の決定)

第９条　町長は、前条の規定により実績報告を受けた場合においては、当該補助金実績報告書等の書類を審査し、必要に応じて現地調査をし、補助金の交付内容と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金交付確定通知書(様式第5号)により代表者に通知するものとする。

2　補助金の額は、当該年度の予算の範囲とする。

(補助金の交付時期)

第10条　補助金は、前条の規定により確定した額を補助事業が完了した後において交付するものとする。ただし、町長が補助金の交付の目的を達成するため特に必要があると認めるときは、補助事業の完了前に補助金の一部又は全部を交付することができる。

2　代表者は、前項の規定により補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付請求書(様式第6号)を町長に提出するものとする。

(委任)

第11条　この告示に定めるもののほか必要な事項は、町長が定める。

附　則

この告示は、平成22年4月1日から施行する。

別表(第3条関係)
防災資機材等一覧表
	区分
	品名
	区分
	品名

	防災倉庫
	自主防災倉庫、収納庫
	運搬用具類
	リヤカー

	消火用具類
	三角バケツ
	
	一輪車

	
	バケツ
	照明用具類
	カンテラ

	
	消火器
	
	懐中電灯

	救出救助用具類
	ロープ
	炊飯用具類
	鍋

	
	スコップ
	
	釜

	
	のこぎり
	
	飯ごう

	
	つるはし
	
	食器

	
	ハンマー
	安全用具類
	防災ずきん

	
	バール
	
	腕章

	
	ジャッキ
	
	メガホン

	
	担架
	その他
	毛布

	
	折りたたみ式梯子
	
	テント

	
	ペンチ
	
	防水シート

	
	おの
	
	

	
	かけや
	
	

	
	エンジンカッター
	
	

	
	チェンソー
	
	

	上記以外のもので、特に町長が必要と認めるもの


様式第1号(第2条関係)

自主防災組織設立届出書
年　　月　　日　
　越前町長　　　　　　様
代表者住所
代表者氏名　　　　　　　　印　

電　　　話
　下記のとおり自主防災組織を設立しましたのでお届けします。
	自主防災組織の名称
	　

	設立年月日
	　　　　　年　　月　　日

	自主防災組織の概要
	世帯数　　　　　　戸　・　人口　　　　　　人

	添付書類
	　

	備考
	　


　※世帯数及び人口は、概ね届出時における数を記入する。
